
（様式１）　　　　　　　提案書内の注釈文（紫色）は削除してください
「再生医療実現拠点ネットワークプログラム」

『疾患・組織別実用化研究拠点』提案書（拠点Ｂ）
	拠点名
	提案する拠点テーマを端的に表現する名称にしてください

	代表

機関
	機関名
	

	
	代表者
	役職名
	　　　　　　　　　　
	氏　名
	　　　　　　　

	
	所在地
	〒



	拠点長
	ふ り が な
氏　　名
	
	役職名
	

	
	
	　　　　　　　
	
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	Tel.　　　　　　　　　Fax.　　　　　　　　　E-mail

	事務連絡担当者

連絡先
	ふ り が な
氏　　名
	
	

	
	
	
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	Tel.　　　　　　　　　Fax.　　　　　　　　　E-mail　　　　　　

	分担機関

代表研究者

※
	ふ り が な
氏　　名
	
	役職名
	

	
	
	
	
	

	
	所属部署名
	

	
	連絡先
	Tel.　　　　　　　　　Fax.　　　　　　　　　E-mail　　　　　　

	研究概要
	研究課題の概要について明瞭かつ簡潔に記載してください。（950字以内）



	分担機関

及び

所要見込額（概算）

※
	機関名

（各機関の代表研究者名）
	年度別所要見込額（単位：千円）

	
	
	技術開発期間
	本格実施

期間Ⅰ
	本格実施

期間Ⅱ
	計

	
	
	25年度
	●年度
	●年度
	●～●年度
	●～●年度
	

	
	代表

機関
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	

	
	分担機関
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	

	
	分担機関
	（　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	


※　（様式３）２．より転記してください。

※　上記分担機関にかかる欄は、分担機関がない場合は記載の必要はありません。

※　「分担機関代表研究者」欄において分担機関が複数ある場合、適宜欄を追加し記載してください。
（様式２）最大１５ページ程度にまとめてください

提案課題全体の研究計画
１．全体計画

公募要領「公募対象機関」に記載の内容を踏まえ、全体計画（計画の背景、目的、疾患・組織別実用化研究拠点としての実施項目、年度計画、期間毎の達成目標など、募集要項で挙げている事項）ついて、具体的かつ可能な限り定量的に記載してください（説明図を添付することが望ましい）。

複数機関の場合には、各機関のそれぞれの実施項目についてどの機関が何を担当するのかを明確にしてください。

（１）計画の背景

（２）目的

（３）実施内容

【技術開発期間】（１～３年間）
【本格実施期間Ⅰ】（２～４年間）
【本格実施期間Ⅱ】（２～４年間）

（４）実施項目および年度計画
【技術開発期間】（１～３年間）
　※技術開発期間の実施項目、達成目標及び年度計画を記載してください
①実施項目：
達成目標：

年度計画（Ｈ２５）：

年度計画（Ｈ●）：

年度計画（Ｈ●）：

②実施項目：
達成目標：

年度計画（Ｈ２５）：

年度計画（Ｈ●）：

年度計画（Ｈ●）：

③・・・

【本格実施期間Ⅰ】（２～４年間）　
※本格実施期間Ⅰの実施項目、達成目標及び年度計画を記載してください
①実施項目：
達成目標：

　
　年度計画（Ｈ●～Ｈ●）：

　

②実施項目：
達成目標：

　
　年度計画（Ｈ●～Ｈ●）：
③・・・
【本格実施期間Ⅱ】（２～４年間）　
※本格実施期間Ⅱの実施項目、達成目標及び年度計画を記載してください
①実施項目：
達成目標：

　
　年度計画（Ｈ●～Ｈ●）：

　

②実施項目：
達成目標：

　
　年度計画（Ｈ●～Ｈ●）：
③・・・
注）技術開発期間および本格実施期間Ⅰ、Ⅱの設定にあたっては、資料「今後の幹細胞・再生医学研究の在り方について」（平成２４年５月２８日(平成25年2月1日一部改正)　科学技術学術審議会研究計画・評価分科会ライフサイエンス委員会幹細胞・再生医学戦略作業部会）（※）を参照し、同資料に記載の「iPS細胞研究ロードマップ」を踏まえることとします。

（※）http://www.lifescience.mext.go.jp/files/pdf/n1113_01.pdf
（５）技術的ブレークスルーにむけての技術的障壁とその解決策

（６）実用化に向けた展望および計画（産業化への道筋やビジネスモデルを含めて記載）
（７）文部科学省「再生医療の実現化プロジェクト　再生医療の実現化ハイウェイ」実施中課題との関係（該当する場合のみ記載し、該当しない場合は本項目は削除してください）

２．疾患・組織別に関する実績、研究開発の戦略及び目標との整合性等
これまでの疾患・組織別のiPS細胞等を用いた臨床応用研究を目指した技術開発の実績およびその技術レベルについて、具体的かつ可能な限り定量的に記載してください。また、提案が本プログラムの趣旨に適合していることを述べてください。また、対象とする疾患または組織の臨床応用にむけた研究内容の科学的な意義及び当該疾患、組織に関する再生医療を行う優位性、対象分野の世界の動向およびその中での提案内容の位置づけについて記載してください（説明図を添付することが望ましい）。

（１）当該分野におけるこれまでの本技術開発の実績および現在の技術レベル

（２）プログラムの趣旨との適合性

（３）当該分野における臨床応用にむけた研究内容の科学的な意義

（４）当該分野における疾患、組織の再生医療を行う優位性

（５）当該分野の世界の動向およびその中での提案内容の位置づけ

３．実施体制

本事業の実施体制について記載してください。提供された再生医療用iPS細胞を用いて臨床応用を目指し安全性などに関する情報を還元するなど「iPS細胞研究中核拠点」との連携体制、他の「疾患組織別実用化研究拠点」との連携体制、iPS細胞等の臨床応用の幅を広げる技術やより高度な再生医療を目指す「技術開発個別課題」との連携体制について想定される内容を記載してください。この他、臨床応用を行う機関との連携、他事業との連携（該当する場合）、知財戦略、知財取得のための拠点内の体制、について記載してください。分担機関がある場合は各機関の役割分担と計画、分担する理由などについて具体的に記載してください。可能な限り体制図を添付してください。
【例示】
















（注）

・
上の図はイメージであり、記載形式は自由です。研究開発課題を構成する研究開発項目、研究開発内容、研究チームを構成する各機関の実施分担及び全ての研究開発の実施者の担当内容、指揮命令系統が分かるように記載してください。

・
エフォート（研究充当率）について


総合科学技術会議におけるエフォートの定義「研究者の年間の全仕事時間を100%とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率（%）」に基づきます。なお、「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育等を含めた実質的な全仕事時間を指します。一人の研究開発の実施者が複数の研究開発項目に係わる場合は、その項目に係わるエフォートを記載するのではなく、この研究開発課題に係わる全エフォートを各研究開発項目に記載（全て同じ値）してください。

４．生命倫理・安全管理に関する体制

公募要領｢Ⅲ．８．生命倫理及び安全対策等に係る留意事項並びに関係法令等に違反した場合の措置」等を踏まえ、生命倫理・安全対策等に係る配慮等や、各機関内の審査体制等について記載してください。

（様式３）
研究費の内訳（年度別所要経費）

１．費目別の研究費計画（拠点全体）
（単位：千円）
	
	技術開発期間
	本格実施

期間Ⅰ
	本格実施

期間Ⅱ
	経費の総額

	
	25年度
	●年度
	●年度
	●～●年度
	●～●年度
	

	直　接　経　費
	物品費
	
	
	
	
	
	

	
	旅費
	
	
	
	
	
	

	
	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	間接経費
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	

	設備整備費※
（平成24補正予算）
	


直接経費の費目と、その使途は以下の通りです。

① 物品費：

  研究用設備・備品・試作品、ソフトウェア(既製品)、書籍購入費、研究用試薬・材料・消耗品の購入費用

② 旅 費：
  代表研究者や研究参加者の旅費、本事業の遂行に直接的に必要な招聘旅費等

③ 人件費・謝金：

　本事業を遂行するために直接必要な年俸制等の雇用者（研究員、技術員等）の人件費、データ整理等のための有期の時給制等の技術員、研究補助者等の人件費、リサーチアシスタントの人件費、講演依頼謝金等

　なお、以下の場合は、直接経費より支出することができません。

　・国からの資金（交付金、補助金等）による人件費措置の対象者に対する人件費

　・拠点長・代表研究者に対する人件費
④ その他：

  　上記の他、本事業を遂行するために必要な経費として、研究成果発表費用（論文投稿料、
論文別刷費用、ＨＰ作成費用等）、会議費、運搬費、機器リース費用、機器修理費用、印刷費、

ソフトウェア外注製作費、検査業務費､非(不)課税取引に係る消費税相当額等
※「設備整備費」（平成２４年度補正予算）欄には、「４．平成２４年度補正予算にて整備する設備」の概算金額の合計額をご記載ください。
２．機関別の研究費計画

間接経費込み（単位：千円）
	
	技術開発期間
	本格実施

期間Ⅰ
	本格実施

期間Ⅱ
	経費の総額

	
	25年度
	●年度
	●年度
	●～●年度
	●～●年度
	

	代表機関名
	
	
	
	
	
	

	分担機関名
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


３．全期間を通じて研究費で整備する設備　
	品名
	用途
	概算金額

（単位：千円）
	納入時期
	納入機関名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


４．平成２４年度補正予算にて整備する設備※　
	品名
	用途
	概算金額

（単位：千円）
	納入時期
	納入機関名

	○○装置
	○○の測定
	８０００
	H25.8
	機関名

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※研究体制構築に必要で早期に整備する大型の設備（１００万円以上を目安とする）については、「４．平成２４年度補正予算にて整備する設備」に記載してください。採択決定後、整備の可否について調整させていただきますので、あらかじめご承知おきください。
（様式４）
拠点長及び分担研究者※
	研究者氏名
	所属機関名

所属部署
職位
	専門分野
	本拠点における担当内容
	エフォート（％）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※分担研究者は、主体的に研究を行う者

（様式５）※研究者ごとに作成してください（各研究者あたり１ページ以内にまとめてください）。主要な研究者１０名までとします。
研究者調書

	所属機関・部署・役職・機関コード番号
	
	フリガナ
研究者氏名
	

	本事業のエフォート率
	
	％
	e-Radの研究者番号

科研費研究者番号（8桁）
	
	生年月日

（西暦）
	

	研究業績（最近5年間に発表した主な論文のリスト、そのうち本提案に関連したもの5件以内に○印を付してください。）
発表論文名・著者名等（論文、著書名、著者名、学協会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年(西暦)について記載してください。)　 

	

	主な知的財産（本提案に関連したものを5件以内。本提案との関連性についても記載してください。）

	例示：特許等　

※無い場合は「なし」と記載してください。



	本事業における担当内容

	実施項目・実施内容　

（様式２）１．の実施項目に合わせて、簡潔に記載ください
	提案区分

（代表機関／分担機関）

	
	

	
	


（様式６）

他制度等による助成

拠点長及び分担研究者のうち、他制度（公的資金）による助成を受けているもの又は提案中のものがある場合には、以下のとおり必要事項を記載してください。該当がない場合には、「助成制度」の欄に「なし」と記入してください。

1.実施中の研究テーマ

	1
	助成制度
	

	
	研究者氏名
	
	当該研究者の役割
	

	
	研究テーマ
	

	
	研究期間
	平成　　年　　月　～　平成　年　月
	25年度エフォート
	
	％

	
	助成金合計

（見込み）
	（本人／課題全体）　25年度　　　千円／　　　千円　　期間全体　　　千円／　　　千円

	
	本提案との違い
	

	2
	助成制度
	

	
	研究者氏名
	
	当該研究者の役割
	

	
	研究テーマ
	

	
	研究期間
	平成　　年　　月　～　平成　年　月
	24年度エフォート
	
	％

	
	助成金合計

（見込み）
	（本人／課題全体）　25年度　　　千円／　　　千円　　期間全体　　　千円／　　　千円

	
	本提案との違い
	


2. 提案中の研究テーマ

	1
	助成制度
	

	
	研究者氏名
	
	当該研究者の役割
	

	
	研究テーマ
	

	
	研究期間
	平成　　年　　月　～　平成　年　月
	25年度エフォート
	
	％

	
	助成金合計

（見込み）
	（本人／課題全体）　25年度　　　千円／　　　千円　　期間全体　　　千円／　　　千円

	
	本提案との違い
	

	2
	助成制度
	

	
	研究者氏名
	
	当該研究者の役割
	

	
	研究テーマ
	

	
	研究期間
	平成　　年　　月　～　平成　年　月
	25年度エフォート
	
	％

	
	助成金合計

（見込み）
	（本人／課題全体）　25年度　　　千円／　　　千円　　期間全体　　　千円／　　　千円

	
	本提案との違い
	


※上記記入内容について、事実と異なる記載をした場合は、研究課題の不採択、採択取り消し又は減額配分とすることがあります。

※本提案と他制度の違いを詳しく記載してください。
（様式７）※分担機関がある場合のみ提出してください（分担機関ごとに作成）。

平成２５年　　月　　日　　
承　　　　諾　　　　書
（代表機関の長）

　所属機関

　職名

　氏名　　　　　　　　　　　殿
（分担機関の長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職名

　　　　 氏名　         　　　　公印
独立行政法人科学技術振興機構が募集する平成２５年度「再生医療実現拠点ネットワークプログラム」の募集に対し、当機関（研究所）の下記の者が、分担機関の代表研究者として提案することを承諾するとともに、採択に至った際には、機関として事業の実施を支援します。
記
１．拠点名    　

２．分担機関の代表研究者氏名    　所属・職名・氏名
※本承諾書の原本の写しを本提案書に画像添付してください。なお、原本は代表機関において保管してください。
（分担機関がある場合のみ）

　

機関間連携協定の案文について
代表機関は事業の開始までに事業の内容について分担機関との役割分担や責任関係を明確にした機関間連携協定等を締結することとし、提案書に連携協定等の案を添付してください（様式自由）。

（別添として画像添付すべきもの）

　

研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針への適正に関する

自己点検・評価について
動物実験を実施する機関については、「研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針（平成18年文部科学省告示第71号）」に基づき、本基本指針への適合性に関する自己点検・評価結果のうち、直近で実施した自己点検・評価結果の写しを本提案書に画像添付してください。

（別紙）

提出書類チェックシート
提案書類について、欠落がないかチェックの上、本状も提案書に添付願います。

拠点名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	チェック欄
	チェック項目
	備考

	□
	様式１
	『疾患・組織別実用化研究拠点』提案書（拠点Ｂ）
	－


	□
	様式２
	提案課題全体の研究計画
	最大１５ページ程度


	□
	様式３
	研究費の内訳（年度別所要経費）
	－


	□
	様式４
	拠点長及び分担研究者
	－


	□
	様式５
	研究者調書
	主要な研究者１０名まで、研究者ごとに作成
1ページ／1研究者

	□
	様式６
	他制度等による助成

	

	□
	様式７
	承諾書の写し（画像添付）
	機関ごとに作成

（分担機関がある場合のみ提出）

	□
	別添
	機関間連携協定の案文（自由様式）
	（分担機関がある場合のみ提出）

	□
	別添
	研究機関等における動物実験等の実施に関する基本指針への適合性に関する自己点検・評価結果の写し（画像添付）
	－



「エフォート（研究充当率）○○％」を記載して下さい（以下、研究開発の実施者全て同じ）。





研究開発の実施者間の関係（例：分化誘導、解析、評価等）をそれぞれ記入





拠点機関名・拠点長名





研究開発項目間の関係をそれぞれ記載





（２）＊＊＊（研究内容）





（１）＊＊＊（研究内容）





研究者Ａ





・評価　　





・樹立　　





研究者Ｄ





研究者Ｃ





研究者Ｂ





・情報収集　





・品質検討　　





分担機関名・代表研究者名





（研究内容）iPS細胞の○○





共同研究





Ａ社・担当者名





研究者Ｅ





・樹立、品質確認　








2

